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Abstract 
 

   �  For transmission and distribution lines, cross-linked polyethylene (XLPE) cable plays an important role in 
distributing the stable power to customers. Electric failure for the XLPE cable decreases year by year because of 
progress of manufacturing. However, at joint and terminal sections of the XLPE cable, partial discharges (PDs) 
occur in defects of insulating materials. The PD is a precursor to dielectric breakdown. Once PD occurs, it 
continuously erodes insulation material. The demand of reliable power systems is quite crucial for all of power 
companies, and then it is demanded to develop an on-line PD measurement technique and a monitoring system. In 
this study, we propose a PD locating system for XLPE cables in operation, in which the propagation velocity of PD 
current is not required for locating a PD. We first show how the locating system works on a XLPE cable network 
with time synchronization between two points. Additionally, the locating accuracy of the system is investigated. 
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�� まえがき�

�

我が国の架橋ポリエチレン絶縁ケーブル（以下，XLPE
ケーブル）は，その多くが高度成長期に導入されたもので

あり高経年化が進行している。そのため，劣化による事故

が各地で発生している。電気事故が発生すると，操業停止

となり復旧にも長時間を要し多大な損害をもたらすため
1)，信頼性の高い保守や異常の兆候を早期に発見できる技

術が不可欠である。しかし，電力需要の頭打ちの傾向や電

力自由化等を背景にした最近の厳しい社会情勢下では，点

検・診断や更新時期を計画的に運用し，事故を未然に防ぎ

つつ寿命限界まで使用したいという要望があり，上述した

保守・監視作業は効率的に低コストで実施できることが望

ましい 2)3)。 
電力ケーブルの事故要因の一つに絶縁破壊がある。これ

はケーブル絶縁体中のボイド・異物・突起等を起点として，

部分放電・電気トリー・水トリーといった劣化形態が現れ

絶縁破壊に至る 4)。絶縁破壊に至る過程では極めて微小な

放電である部分放電が発生することが知られている。同放

電はケーブルの絶縁性能低下の前駆現象であり，これを検

出することは事故の未然防止に繋がる。従って，設備の効

果的な運用及び保守が求められる中，部分放電検出による

劣化診断はますます重要になっており，電力ケーブルの寿

命を最大限に利用するため，部分放電測定による劣化診断

の高精度化が期待されている 5)。 
著者等は，送配電系統の XLPE ケーブルで発生した部分

放電を常時監視システムにより検出し，その後，同放電の

発生箇所を標定するシステムの開発を進めている。部分放

電発生箇所を標定することは，ケーブルの取り替え区間を

最小化できる可能性がある。また，検出地点での部分放電

強度は発生源から減衰しながら伝搬してきたものである

ため，部分放電の伝搬距離を明らかにすることで発生地点

での部分放電の規模を推定することが可能となる。これに

より，ケーブルの劣化の程度を正しく評価できるようにな

る。 
従来の部分放電位置標定技術において，発生箇所は，放

電源からの電流パルスを GPS 等により時刻同期された 2
地点に配した電流センサで検出し，その伝搬時間差と電流

パルスの伝搬速度より標定する 4)。しかし，電流パルスの

伝搬速度は測定範囲内に存在する接続部や分岐接続部，ケ

ーブルの劣化状態によって異なるため，標定精度が測定対

象の環境に大きく左右される。そこで，著者等は，位置標

定に電流パルスの伝搬速度を使用することなく，且つ 2
地点の測定システム内において独自のローカルな時間制

御を用いる手法を開発した。 
本稿では，位置標定装置の基本構成及び原理について述

べるとともに，本装置の位置標定精度を検証した結果につ

いて述べる。 
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�� 位置標定システムの概要�

�

����システム構成 
図 1 に位置標定システムの概要を示す。また，図 2 及び

図 3 に A 地点，B 地点の装置構成を示す。図 1 で示すよ

うに，システムは 2 地点で構成され，ノート PC やタブレ

ット PC 等により両地点間の通信を行う。また，次節で述

べるとおり，GPS からの 1 PPS （pulse per second）信号に

より 2 地点の PC の波形観測・制御プログラムを同時に作

動させる。A 地点には，CT（Current Transformer）センサ，

電流インジェクションコイルと付随する出力用電源，GPS
レシーバ，ノート PC が配される。B 地点には，CT セン

サ，GPS レシーバ，ノート PC が配される。例えば，部分

放電が測定範囲内のケーブル接続部で発生すると，高周波

電流がケーブル導体部と遮蔽層の間を伝って双方向に伝

搬する。同電流パルスを 2 つの CT センサにより検出し，

その検出時間差（到達時間差）を用いて位置標定を行う。 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

図 1.� 位置標定システムの概要 
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図 2.� Ａ地点構成装置 
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図 3.� Ｂ地点構成装置 
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�������� 信号による波形観測・制御プログラム 
本システムでは，GPS レシーバから 1 秒毎に出力される

1 PPS 信号を用いて 2 地点に配した PC 内の波形観測・制

御プログラムを同時に作動させる。2 点間の距離が GPS
衛星の高度 20,000 km に対して十分近距離の場合，衛星か

らの信号はおおよそ同一の伝搬経路を通過し，両局間の信

号遅延は約 1 ns に過ぎないため数 ns の相対時刻同期を実

現する 6)。この手法で，数 km 離れた地点間においても高

精度の位置標定を可能とした。 
 
����位置標定原理 
図 4 に位置標定手法の概要を示す。2 点間の距離を L [m]，

劣化位置から A 地点への距離と B 地点への距離をそれぞ

れ L1 [m]，L2 [m]，劣化信号の伝搬時間をそれぞれ t PDA，t 
PDB とする。Δ t は，各地点における劣化信号の伝搬時間 t 
PDA及び t PDBの差を表す。さらに，本システムでは電流イ

ンジェクションコイルを用いて任意の電流信号を被測定

ケーブルに入射する。Δ T は，入射する電流信号が A 地点

の CT センサから B 地点の CT センサに到達するのに要す

る時間である。電流信号の伝搬速度は測定範囲内に存在す

る接続部や分岐接続部，ケーブルの劣化状態によって異な

るため，測定対象の環境によって標定精度が大きく左右さ

れる。電流インジェクション信号は，これらの環境による

相違を抑制するためのものであり，劣化診断を行う対象範

囲固有の Δ T を測定する。部分放電電流の到達時間差 Δ t，
インジェクション信号の伝搬時間 Δ T を用いると，L1，L2

は式（1）と式（2）により与えられる。 
 
L 1 = L (1 – Δt /ΔT ) / 2 ･･････････････････････････(1) 
 
L 2 = L (1 + Δt /ΔT ) / 2 ･･････････････････････････(2) 
 
部分放電模擬信号の検出から位置標定までの流れは以

下のとおりである。まず，GPS レシーバより 1 PPS 信号の

出力を受信する。この信号受信をトリガとして，PC 内の

LabVIEW（National Instruments 社）で構築した波形観測・

制御プログラムが作動する。同プログラムで制御された

AD 変換器（サンプリング周波数 100 MS/s）から，一定の

時間間隔で送られてくる信号により内部時間を管理する。

例えば，AD 変換器のサンプリング周波数が 100 MS/s の場

合，10 ns 間隔で送られてくる信号により時刻 0 から，時

刻を 10 ns ずつ進めるように内部時間を管理する。このよ

うに，本システムでは，A 地点と B 地点間において同期

がとられたローカルな時間制御を行う。次に，電流インジ

ェクション信号を被測定ケーブル内に一定間隔で入射し

Δ T を測定する。同時に，模擬部分放電電流を 2 地点に配

した CT センサで検出して Δ t を測定する。最後に，式(1)
及び式(2)にしたがって Δ T 及び Δ t から位置標定を行う。 
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図 4.� 位置標定原理 
 
�� 劣化位置標定精度の検証�

�

����評価方法�

22 kV 級架橋ポリエチレン絶縁（XLPE）ケーブル 150 mm2

の 3 本（長さ：40m，50m，150m）を接続し位置標定精度の評
価を行った。使用したケーブル構成を図 5 に示す。A 地点及
び B地点に配する GPS レシーバ（1 PPS確度±10 ns）の 2点
間の直線距離は110 mである。部分放電源には，電荷校正パ
ルス発生源（D204 Mitsubishi Cable Industries, Ltd.）による半
値全幅 15 nsで 2000 pCの電流パルスを用いた。本試験では
位置標定システムの精度評価を目的としているため，部分放

電を模擬した電流パルスは確実に末端部の CT センサまで伝
搬できるように十分に大きな電荷量とした。A 地点には CT セ
ンサ（Prodyn Technologie社製）に加えて電流インジェクション
コイル（自作）を配した。なお，使用した CT センサは遮蔽クラ

ンプ用に開発したものであるが，測定対象ケーブルが小径で

あったため導体クランプしている。CT で検出した波形は，AD
変換器（サンプリング周波数 100 MS/s，アナログ入力分解能 8 
bits）を介して PC に取り込んだ。その後， LabVIEW（National 
Instrument 社）ベースの波形観測・制御プログラムで波形表示，
解析，位置標定まで一貫して行った。 
�

�

�

�

�

�
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図 5.� 線路モデル 
�

����評価結果�

解析及び計算結果は，図 6 に示すように，A 地点のノート

PC 上に表示される。観測した波形や算出した ΔT を画面上で
随時確認することができ，作業効率の向上及び迅速な診断結

果報告を可能とする。 
測定した位置標定精度の評価結果を表 1 に示す。GPS の

受信環境を考慮して，午前と午後に 4 日間計測した。その結

果，誤差率それぞれ，2.67 %，4.15 %，5.28 %，6.21 %となっ
た（ただし，本実験で使用したケーブル長に限る）。最大誤差

率は 11月 13日午前に行った測定で 6.21 %，最小誤差率は
10月 16 日の 2.67 %であった。誤差の主要因は，注入した部
分放電模擬信号波形や電流インジェクション信号波形のケー

ブル伝搬過程における高周波成分の減衰，波形の変歪によ

る。Δ T及び Δ tは，2地点で検出された波形の最大値から算
出するが，信号波形の減衰や変歪の影響を受けた信号を AD
変換器の 8 bitsのアナログ入力分解能で 10 ns間隔で計測す
るために分解能以下の最大値の検出時間に曖昧さが生じる。

部分放電模擬信号波形の場合，100 m 程度伝搬した後は高

周波成分が大きく減衰し，数 MHz～数十 MHz の成分のみと
なるので，数十 ns 以上の誤差が生じる。また，使用した GPS
レシーバの 1 PPS確度は±10 nsであり，電流パルス信号の伝
搬速度を 1.53×108 m/s とした場合 7)，10 nsの測定開始の違
いでおよそ 1.5 mの標定誤差を引き起こすことになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6.� Ａ地点ＰＣ画面 
 
ところで，部分放電は，施工時に出来た傷や空隙等が原因

となり，接続材，分岐材，及び終端接続部で主に発生すると

考えられている。ケーブルの接続は多くの場合，100 m以上の
単位で行われるため，測定対象のケーブル長が～1 kmであ
れば10 %以内の標定誤差であっても部分放電が発生してい
る接続材を十分に特定できる。あるいは，本試験で得られた

標定誤差（平均5.77 %）から求めることのできる標定誤差長が，
最小のケーブル接続区間未満となるようにA地点，B地点を配
して測定することで有効活用できる。また，接続部が多数存在

する複雑な配電網においても同様な視点からのA地点，B地
点の設定を行う。 
以上のような10 %未満の位置標定システムに加え，常時監

視システムを導入することで，より効率的な設備メンテナンスの

実現が可能である。今後，アナログ入力分解能の高いAD変
換器を活用する等，さらに標定誤差を小さくしていく予定であ

る。�

 
�� まとめ�

 
本論文では、分岐点における電流パルスの伝搬特性につ

いてEMTPを用いた周波数解析と、実ケーブルを用いて検
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証を行い、FFT解析結果において類似した結果を得た。電

流パルスは分岐点を通過する際、分岐後のケーブルインピ

ーダンスに依存しており、長いケーブル（比較的高インピ

ーダンス）側に高周波成分が多く含まれる傾向にあること

が分かった。数MHz以上の周波数成分が主な部分放電は分

岐点を伝搬する場合、長いケーブル側に伝搬する傾向にあ

るためPDLシステムは、分岐の存在する線路においても適

用可能であることが考えられる。 
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